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環
太
平
洋
経
済
連
携
協
定
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
が
12
月
30
日
に
発
効
さ
れ
る
。
こ
れ
に
よ

り
同
日
の
通
関
分
か
ら
、
カ
ナ
ダ
の
Ｓ
Ｐ
Ｆ
製
材
の
関
税
は
現
行
の
４
・
８
％
か
ら

２
・
４
％
に
、
Ｏ
Ｓ
Ｂ
は
現
行
の
５
～
６
％
が
２
・
５
～
３
％
に
半
減
す
る
。
日
本

と
欧
州
連
合
の
経
済
連
携
協
定
（
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
も
来
年
２
月
１
日
の
発
効
が

目
指
さ
れ
て
お
り
、
実
現
す
れ
ば
来
年
は
Ｅ
Ｕ
か
ら
の
Ｓ
Ｐ
Ｆ
製
材
や
構
造
用
集
成

材
の
関
税
も
下
が
る
こ
と
と
な
る
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
２
０
１
５
年

10
月
に
12
ヵ
国
で
大
筋
合

意
し
、
17
年
１
月
に
米
国

が
離
脱
し
た
後
も
11
ヵ
国

で
協
議
が
進
み
、
18
年
３

月
に
署
名
さ
れ
た
。

12
月
30
日
に
発
効
す
る

の
は
カ
ナ
ダ
、
ニ
ュ
ー
ジ

ー
ラ
ン
ド
（
Ｎ
Ｚ
）
、
オ

ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
メ
キ
シ

コ
、
日
本
、
シ
ン
ガ
ポ
ー

ル
の
６
か
国
。
ベ
ト
ナ
ム

は
、
国
内
手
続
き
は
完
了

し
て
い
る
が
通
報
が
他
国

よ
り
遅
か
っ
た
た
め
、
発

効
は
来
年
１
月
14
日
と
な

る
。
マ
レ
ー
シ
ア
や
チ
リ

な
ど
残
り
５
か
国
は
国
内

手
続
き
完
了
後
、
そ
の
旨

を
通
報
し
、
60
日
後
か
ら

効
力
が
発
生
す
る
た
め
、

来
年
１
月
以
降
と
な
る
。

現
状
、
最
も
早
く
輸
入

コ
ス
ト
に
影
響
が
出
て
く

る
の
は
カ
ナ
ダ
の
Ｓ
Ｐ
Ｆ

製
材
や
Ｏ
Ｓ
Ｂ
、
Ｎ
Ｚ
の

針
葉
樹
合
板
で
、
12
月
30

日
の
発
効
時
に
関
税
が
50

％
削
減
さ
れ
、
15
年
目
ま

で
横
ば
い
で
推
移
し
、
16

年
目
の
33
年
４
月
１
日
か

ら
ゼ
ロ
と
な
る
。
マ
レ
ー

シ
ア
の
発
効
は
来
年
の
見

込
み
だ
が
、
熱
帯
木
材
・

広
葉
樹
合
板
は
同
様
に
発

効
時
に
関
税
が
50
％
削
減

さ
れ
る
。
関
税
ゼ
ロ
と
な

る
撤
廃
日
は
マ
レ
ー
シ
ア

の
効
力
が
発
生
し
た
日
か

ら
数
え
て
16
年
目
と
す
る

か
、
12
月
30
日
か
ら
数
え

る
か
は
先
に
発
効
し
た
日

本
側
が
選
べ
る
た
め
、
撤

廃
日
は
カ
ナ
ダ
よ
り
１
年

遅
い
34
年
４
月
１
日
と
な

る
可
能
性
も
あ
る
。

日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
今

年
７
月
に
署
名
が
行
わ
れ
、

12
月
中
に
双
方
の
国
内
手
続

き
及
び
通
告
が
完
了
す
れ
ば
、

２
月
１
日
に
発
効
と
な
る
。

主
な
木
材
製
品
で
は
Ｓ
Ｐ
Ｆ

製
材
（
関
税
率
４
・
８
％
）

や
構
造
用
集
成
材
（
同
３
・

９
％
）
、
Ｏ
Ｓ
Ｂ
・
パ
ー
テ

ィ
ク
ル
ボ
ー
ド
（
同
５
・
０

～
６
・
０
％
）
な
ど
の
関
税

が
発
効
か
ら
７
年
の
段
階
的

削
減
を
経
て
、
８
年
目
に
撤

廃
と
な
る
。
仮
に
目
標
通
り

来
年
２
月
１
日
に
発
効
さ
れ

る
と
、
毎
年
０
・
３
～
０
・

８
％
ず
つ
減
少
し
、
25
年
４

月
１
日
に
ゼ
ロ
と
な
る
。

自
民
党
が
取
り
ま
と
め
た

日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
及
び
Ｔ
Ｐ

Ｐ
の
経
済
効
果
分
析
で
は
、

競
争
力
維
持
生
産
減
少
額
が

見
込
ま
れ
た
。
体
質
強
化
対

策
が
適
切
に
実
施
さ
れ
れ
ば
、

国
内
生
産
量
は
維
持
さ
れ
る

と
の
見
通
し
も
示
さ
れ
た
。

政
府
は
15
年
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
大

筋
合
意
を
受
け
て
総
合
的
な

Ｔ
Ｐ
Ｐ
関
連
政
策
大
綱
を
決

定
し
、
15
、
16
年
度
補
正
予

算
で
は
合
板
・
製
材
生
産
性

強
化
対
策
事
業
が
計
上
さ
れ

た
。
17
年
の
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ

Ａ
の
大
枠
合
意
後
は
総
合
的

な
Ｔ
Ｐ
Ｐ
等
関
連
政
策
大
綱

が
決
定
さ
れ
、
17
年
度
補
正

予
算
で
合
板
・
製
材
・
集
成

材
国
際
競
争
力
強
化
対
策
が

計
上
さ
れ
た
。
18
年
度
補
正

予
算
は
年
末
に
向
け
て
２
次

補
正
が
組
ま
れ
る
見
通
し
で
、

Ｔ
Ｐ
Ｐ
発
効
確
定
及
び
日
Ｅ

Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
発
効
目
前
を
踏

ま
え
、
引
き
続
き
大
綱
に
即

し
た
対
策
事
業
が
強
く
要
求

さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

日ＥＵ・ＥＰＡも来年２月発効目指す

国
産
針
葉
樹
合
板

の
荷
動
き
は
直
需
向

け
を
中
心
に
活
発
化

し
て
い
る
。
大
手
プ

レ
カ
ッ
ト
会
社
だ
け

で
な
く
、
中
堅
ク
ラ

ス
も
例
年
並
み
の
水

準
な
が
ら
、
稼
働
が

活
発
化
し
て
い
る
。

早
め
に
発
注
す
る
こ

と
で
、
年
末
年
始
に

か
け
て
の
ト
ラ
ッ
ク

不
足
の
納
期
遅
れ
に

対
応
す
る
動
き
も
見

ら
れ
る
。
ま
た
、
西

日
本
で
は
台
風
等
の

災
害
復
旧
需
要
と
見

ら
れ
る
荷
動
き
が
活

発
だ
。
加
え
て
、
ダ

イ
ラ
イ
ト
の
供
給
源

か
ら
長
尺
合
板
の
引

き
合
い
も
出
て
い
る
。

繁
忙
期
と
し
て
は

例
年
並
み
の
勢
い
と

の
声
が
大
半
。
木
建

ル
ー
ト
で
は
「
売
り

上
げ
が
纏
ま
っ
て
き

て
い
る
」
と
の
声
も

あ
る
が
、
荷
動
き
は

回
復
感
に
乏
し
い
。

そ
れ
で
も
、
10
月
の

針
葉
樹
合
板
の
出
荷

量
は
27
万
９
６
０
０

㎥

と
昨
年
10
月
を
上

回
っ
て
過
去
最
高
と

な
り
、
在
庫
量
も
９

カ
月
ぶ
り
に
減
少
し

た
。
国
内
合
板
メ
ー

カ
ー
は
11
月
も
針
葉

樹
合
板
の
在
庫
量
は

更
に
減
る
と
見
て
お

り
、
ト
ラ
ッ
ク
不
足

に
よ
る
配
達
遅
れ
と

合
わ
せ
て
早
め
に
注

文
す
る
よ
う
流
通
各

社
等
に
呼
び
掛
け
る
。

国
交
省
は
住
宅
の
省
エ
ネ
基
準
適
合
義
務
化
を
見

送
る
報
告
案
を
ま
と
め
て
い
る
。
２
０
２
０
年
ま
で

に
義
務
化
を
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
う
た
っ
て
い

た
が
、
住
宅
・
小
規
模
建
築
物
に
お
け
る
省
エ
ネ
基

準
適
合
率
は
57
～
69
％
と
中
大
規
模
建
築
物
よ
り
低

い
。
ま
ず
は
建
築
主
の
省
エ
ネ
基
準
適
合
に
対
す
る

意
識
を
高
め
る
施
策
か
ら
進
め
て
い
く
方
針
だ
。

一
般
個
人
が
建
築
主

で
あ
る
こ
と
が
多
い

う
え
、
省
エ
ネ
計
算

さ
れ
て
い
な
い
こ
と

も
少
な
く
な
い
。

こ
う
し
た
点
を
踏

ま
え
て
、
第
２
次
報

告
案
で
は
省
エ
ネ
基

準
へ
の
適
合
を
促
進

す
る
た
め
に
は
建
築

主
に
対
し
て
も
設
計

段
階
か
ら
建
築
士
が

適
合
可
否
な
ど
の
説

明
を
義
務
付
け
る
必

要
が
あ
る
と
も
す
る
。

併
せ
て
省
エ
ネ
性
能

を
向
上
す
る
た
め
の

措
置
を
提
案
す
る
よ

う
、
建
築
士
に
促
す

よ
う
な
仕
組
み
の
構

築
も
示
唆
し
て
い
る
。

費
量
が
大
き
い
割
に
新
築

件
数
が
少
な
い
た
め
管
理

し
や
す
い
一
方
、
住
宅
は

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
割

合
に
比
べ
て
新
築
件
数
が

多
く
、
市
場
性
に
左
右
さ

れ
や
す
い
。

中
大
規
模
建
築
物
は
新

築
件
数
が
少
な
い
た
め
所

管
行
政
庁
に
余
裕
が
あ
り
、

省
エ
ネ
性
能
の
届
出
制
度

も
あ
る
た
め
設
計
関
係
者

が
省
エ
ネ
基
準
な
ど
に
習

熟
し
て
い
る
。
そ
の
た
め

中
大
規
模
建
築
物
の
省
エ

ネ
基
準
適
合
率
は
ど
ち
ら

も
９
割
以
上
と
高
い
。

一
方
、
住
宅
は
比
較
的

省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
合
率

が
低
い
こ
と
に
加
え
、
適

国
交
省
は
、
18
年
９
、

10
月
に
社
会
資
本
整
備
審

議
会
建
築
分
科
会
と
建
築

環
境
部
会
で
今
後
の
省
エ

ネ
の
在
り
方
に
つ
い
て
議

論
し
、
12
月
３
日
の
同
部

会
で
第
２
次
報
告
案
を
提

示
し
た
。
こ
れ
を
元
に
１

月
上
旬
ま
で
パ
ブ
リ
ッ
ク

コ
メ
ン
ト
を
実
施
し
、
今

年
度
中
に
取
り
ま
と
め
制

度
設
計
を
し
て
い
く
。

一
連
の
話
し
合
い
に
よ

り
小
規
模
建
築
物
で
あ
る

住
宅
の
適
合
義
務
化
を
見

送
り
、
中
規
模
建
築
物
（

住
宅
以
外
）
を
義
務
化
す

る
方
針
が
ほ
ぼ
固
ま
っ
た
。

既
に
大
規
模
建
築
物
（
同

）
は
、
17
年
４
月
か
ら
適

合
義
務
制
度
の
対
象
だ
。

中
大
規
模
建
築
物
と
住

中
大
規
模
建
築
物
と
住
宅

で
は
、
市
場
性
が
異
な
る

こ
と
も
背
景
に
あ
る
。
中

大
規
模
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

合
さ
せ
る
た
め
の
追
加
コ

ス
ト
の
償
却
に
時
間
が
掛

か
る
こ
と
も
あ
る
。
適
合

に
よ
り
光
熱
費
が
削
減
さ

れ
る
と
は
い
え
、
大
規
模

（
同
）
は
コ
ス
ト
回
収
に

８
年
、
中
規
模
（
同
）
で

10
年
で
あ
る
の
に
対
し
、

小
規
模
（
同
）
は
14
年
、

住
宅
は
35
年
掛
か
る
と
す

る
。
そ
の
た
め
住
宅
の
義

務
化
は
、
効
率
性
の
低
い

投
資
を
強
い
る
面
が
あ
る

と
い
う
見
方
だ
。

加
え
て
、
新
築
件
数
が

多
い
た
め
申
請
・
審
査
側

の
体
制
整
備
が
追
い
付
か

な
い
と
い
う
危
惧
や
、
中

小
工
務
店
や
設
計
事
務
所

な
ど
省
エ
ネ
基
準
に
習
熟

し
て
い
な
い
業
者
が
相
当

数
い
る
こ
と
も
あ
る
。
省

エ
ネ
の
専
門
知
識
の
な
い

国交省


